
　
　

　
第37期定時株主総会招集ご通知に際しての

　

インターネット開示事項

　

連結株主資本等変動計算書

連結計算書類の連結注記

株主資本等変動計算書

計 算 書 類 の 個 別 注 記
(2019年４月１日から2020年３月31日まで)

　
　

株式会社秀英予備校

　
　
「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記」並びに「株主資本等変動計算書」
及び「個別注記」につきましては、法令及び当社定款の定めに基づき、インター
ネット上の当社ウェブサイト（https://www.shuei-yobiko.co.jp/）に掲載するこ
とにより株主の皆様に提供しております。
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連結株主資本等変動計算書

（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,089,400 1,944,380 △108,724 △154 3,924,900

当 期 変 動 額

欠 損 填 補 △108,724 108,724 ―

親会社株主に帰属する当期純利益 536,355 536,355

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ― △108,724 645,080 ― 536,355

当 期 末 残 高 2,089,400 1,835,655 536,355 △154 4,461,256

その他の包括利益累計額

純資産合計
退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合

計

当 期 首 残 高 96,011 96,011 4,020,912

当 期 変 動 額

欠 損 填 補 ―

親会社株主に帰属する当期純利益 536,355

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △95,861 △95,861 △95,861

当 期 変 動 額 合 計 △95,861 △95,861 440,493

当 期 末 残 高 149 149 4,461,406
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〔継続企業の前提に関する注記〕

該当事項はありません。

　

〔連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等〕

1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数……１社

連結子会社の名称……㈱東日本学院

2. 連結子会社の事業年度に関する事項

　 連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。

3. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産の評価基準及び評価方法

商 品……先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

貯 蔵 品……最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

(リース資産除く)

……定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物 (建物附

属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 及 び 構 築 物 ３～47年

機械装置及び運搬具 ６～10年

工具、器具及び備品 ２～15年

② 無形固定資産

(リース資産除く)

……ソフトウェア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法

③ リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が2008年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、以下のとおり

計上しております。

一般債権

貸倒実績率法

貸倒懸念債権及び破産更生債権等

財務内容評価法

② 賞 与 引 当 金……従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額

のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。

③ 店舗閉鎖損失引当金……校舎の移転・閉鎖等に伴い発生する損失に備えるため、

移転・閉鎖等の決定した校舎について、将来発生する

と見込まれる損失額を計上しております。

(4) 収益の計上基準

入学売上は、入学日の属する連結会計年度に収益として計上しております。

授業料売上・講習売上は受講期間に対応して収益として計上しております。
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(5) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 繰延資産の処理方法……社債発行費

社債の償還期間にわたり定額法により償却しておりま

す。

② 退職給付に係る会計処理の方法……・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を

当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（７年）による定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理することとしてお

ります。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法に

より費用処理しております。

・小規模企業等における簡便法の適用

連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付

費用の計算に退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用し

ております。

③ 消費税等の会計処理方法……消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用し

ております。

〔追加情報〕

（新型コロナウイルス感染拡大に伴う会計上の見積について）

新型コロナウイルス感染拡大による影響を受けて、2020年２月27日全国の小・

中・高校への臨時休校の要請、４月７日には緊急事態宣言が発令されました。こ

のような状況の中、当社グループにおきましては、授業の休講を余儀なくされた

ことにより、３月・４月入学数が例年と比べ減少することとなりました。一方、

この間の途中退学は大きく減少しております。途中退学の減少は、学習の遅れに

対する生徒・保護者の不安から生じているものと思われます。

そのため、当社グループにおきましては、生徒数の落ち込みは一過性のもので

あり、第２四半期までには例年並みの生徒数まで回復するという仮定のもと減損

損失の判定にて将来の見積を算定しております。

しかしながら、新型コロナウイルス感染拡大による影響は不確定要素が多く、

今後の状況によっては、翌連結会計年度の業績に影響を及ぼす可能性があります。
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〔連結貸借対照表に関する注記〕

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

定期預金 180,000千円

建物及び構築物 526,899千円

土 地 1,961,199千円

　 計 2,668,098千円

(2) 担保に係る債務

短 期 借 入 金 630,000千円

１年内償還予定の社債

（銀行保証付無担保社債）
149,960千円

１年内返済予定の長期借入金 87,996千円

社 債（銀行保証付無担保社債） 400,100千円

長 期 借 入 金 18,347千円

　 計 1,286,403千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 6,892,788千円

― 5 ―

2020年05月27日 18時27分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



3. 財務制限条項

当社は、2018年３月23日にシンジケートローン契約を締結しており、この契

約に基づく借入実行残高は次のとおりであります。

　

借入金残高 600,000千円

なお、当該契約には、下記の財務制限条項が付されております。

借入人は、全貸付人との関係で本契約が終了し、かつ貸付人及びエージェン

トに対する本契約上のすべての債務において、以下の条件を充足することを確

約する。

① 各連結会計年度の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を当該

決算期の直前の連結会計年度の末日又は2017年３月期末日における連結貸

借対照表の純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以上に維持するこ

と。

② 各連結会計年度の末日における連結損益計算書の営業並びに経常損益をそ

れぞれ２期連続して損失としないこと。

③ 各連結会計年度の末日における連結のネット・レバレッジ・レシオを7.0

以下とすること。

これに抵触した場合には、当該契約に従い有形固定資産の一部を担保提供す

る契約となっております。

なお、当連結会計年度末において、当該財務制限条項に抵触しておりません。
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〔連結損益計算書に関する注記〕

当連結会計年度において、以下の資産グループにおいて減損損失を計上しており

ます。

場所 用途 種類 金額

静岡県（３校舎） 校舎

建物及び構築物

工具、器具及び備品

合計

8,476千円

2,582千円

11,059千円

愛知県（３校舎） 校舎

建物及び構築物

工具、器具及び備品

合計

36,522千円

1,560千円

38,082千円

山梨県（１校舎） 校舎

建物及び構築物

工具、器具及び備品

合計

652千円

111千円

764千円

宮城県（１校舎） 校舎

建物及び構築物

工具、器具及び備品

合計

46,754千円

36千円

46,791千円

福岡県（２校舎） 校舎

建物及び構築物

工具、器具及び備品

土地

合計

74,910千円

742千円

161,079千円

236,732千円

当社は、校舎を単位としてグルーピングしております。国内経済の落ち込みによ

り売上高・収益が計画を下回っており、十分な生徒数の確保が難しくなった静岡県

１校舎・愛知県１校舎・宮城県１校舎・福岡県２校舎について、上記資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(320,748千円)として

特別損失に計上しております。また、閉鎖の意思を決定した静岡県２校舎・愛知県

２校舎・山梨県１校舎について、上記資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失(12,682千円)として特別損失に計上しております。

なお、上記資産グループの回収可能価額は正味売却価額または使用価値により測

定しており、正味売却価額については路線価等を勘案した合理的な見積りにより評

価しております。また、使用価値は将来キャッシュ・フローが見込めないため零と

算定しております。
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〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕

1. 発行済株式に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式(百株) 67,100 ― ― 67,100

2. 自己株式に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式(百株) 3 ― ― 3

3. 配当に関する事項

当連結会計年度の期末配当は無配につき、該当事項はありません。

〔リース取引に関する注記〕

1. ファイナンス・リース取引

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引

　 (1) リース資産の内容

　 有形固定資産

建物及び構築物、機械装置及び運搬具、工具、器具及び備品であります。

　 (2) リース資産の減価償却の方法

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「3．会

計方針に関する事項(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法」に記載のとお

りであります。

2. オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１ 年 以 内 1,070,811千円

１ 年 超 1,736,746千円

　 合計 2,807,558千円
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リース取引開始日が2008年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その

内容は次のとおりであります。

1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額

相当額及び期末残高相当額

建物及び構築物

取 得 価 額 相 当 額 2,370,434千円

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 714,134千円

減 損 損 失 累 計 額 相 当 額 1,656,299千円

期 末 残 高 相 当 額 ―

　 2. 未経過リース料期末残高相当額等

　 未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内 193,041千円

１ 年 超 429,631千円

　 合計 622,672千円

リース資産減損勘定の残高 501,883千円

3. 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、支払利息相当額

支払リース料 238,595千円

リース資産減損勘定の取崩額 166,623千円

支払利息相当額 50,903千円

　 4. 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　 (1) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがあ

る場合は残価保証額）とする定額法によっております。

　 (2) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については利息法によっております。
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〔金融商品に関する注記〕

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等で運用し、短期的な

運転資金、校舎の新設等に伴う設備資金については銀行等金融機関からの借

入及び社債の発行により調達しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、ほとんどが授業等の受講者に対す

る売上債権になりますので、顧客の信用リスクに晒されております。敷金及

び保証金は、校舎の賃貸借契約に基づく敷金保証金・建設協力金の預け入れ

によるものになりますので、家主の信用リスクに晒されております。

営業債務である未払金は、ほとんどが１年以内の支払期日であります。短

期借入金は主に季節資金の調達によるものであります。社債、長期借入金、

ファイナンス・リース取引に係るリース債務、割賦契約に基づく長期未払金

は、主として校舎新設による設備投資に必要な資金の調達を目的としたもの

であります。この内一部の変動金利による社債、借入金は、金利変動のリス

クに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 顧客の信用リスクの管理

当社は、債権管理規程に基づき、管理本部経理部が顧客の入金状況を確

認するとともに、毎月滞納一覧を各営業本部に開示することにより、債権

回収に努めております。また、３ヶ月以上の滞納については、一旦受講を

停止することにより、リスクの軽減を図っております。

② 家主の信用リスクの管理

賃貸借契約に基づく敷金保証金・建設協力金については、管理本部人事

総務部が主要な契約先の財務状況について定期的に情報を収集することに

より、リスクの軽減を図っております。

③ 市場リスクの管理

社債、借入金につきましては、一部は金利変動のリスクに晒されており

ますが、原則、固定金利により調達しております。

④ 資金調達に係る流動性リスクの管理

当社は管理本部経理部において、適時に資金繰計画を作成・更新すると

ともに、手許流動性を維持することにより、流動性リスクを管理しており

ます。
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2. 金融商品の時価等に関する事項

2020年３月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるも

のは、次表には含まれておりません。((注)２参照)
(単位：千円)

連結貸借対照表

計上額
時価 差額

(1) 現金及び預金 1,207,601 1,207,601 ―

(2) 受取手形及び売掛金 154,933 154,933 ―

(3) 敷金及び保証金(１年以内に回収

予定のものを含む)
2,624,631 2,676,987 52,355

資産計 3,987,166 4,039,521 52,355

(1) 短期借入金 710,000 710,000 ―

(2) 未払金 555,943 555,943 ―

(3) 未払法人税等 148,471 148,471 ―

(4) 未払消費税等 234,116 234,116 ―

(5) 社債(１年以内に償還予定のもの

を含む)
650,060 650,344 284

(6) 長期借入金(１年以内に返済予定

のものを含む)
780,843 780,823 △19

(7) リース債務(１年以内に返済予定

のものを含む)
374,889 377,237 2,347

(8) 長期未払金 90,156 89,995 △161

負債計 3,544,480 3,546,931 2,451
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(注)１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

資 産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは概ね短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっております。

(3) 敷金及び保証金(１年以内に回収予定のものを含む)

敷金及び保証金の時価の算定は、一定期間ごとに区分した差入先ごとに、

その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等の適切な指標で割り引いた現

在価値に信用リスクを加味して算定しております。

負 債

(1) 短期借入金、(2) 未払金、(3) 未払法人税等、(4) 未払消費税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

(5) 社債(１年以内に償還予定のものを含む)、(6) 長期借入金(１年以内に返済

予定のものを含む)、(7) リース債務(１年以内に返済予定のものを含む)、

(8) 長期未払金

これらの時価については、元利金の合計を、新規に同様の社債発行、借入、

リース取引または、割賦契約を行った場合に想定される利率で割り引いた現

在価値により算定しております。

(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：千円)

区分
当連結会計年度

（2020年３月31日）

長期未払金 700,194

長期未払金については、役員退職慰労金制度の廃止に伴う打切り支給に係る

債務は、当該役員の退職時期が特定されておらず時価の算定が困難なため、記

載しておりません。
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〔退職給付に関する注記〕

1. 採用している退職給付制度の概要

(1) 採用している退職給付制度

当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制

度を設けております。また従業員の退職等に際して退職給付会計に準拠した

数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があ

ります。

連結子会社は退職一時金制度を設けております。

(2) 制度別の補足説明

　 ① 退職一時金制度

　 退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しております。

　 ② 確定給付企業年金制度

2000年９月に退職一時金制度の50％を適格退職年金制度に移行し、2009年

４月に適格退職年金制度から確定給付企業年金制度に移行しております。

2. 確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 1,515,666千円

勤務費用 153,248千円

利息費用 10,418千円

数理計算上の差異の発生額 △2,507千円

退職給付の支払額 △99,333千円

退職給付債務の期末残高 1,577,491千円

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

年金資産の期首残高 914,933千円

期待運用収益 27,448千円

数理計算上の差異の発生額 △65,888千円

事業主からの拠出額 64,065千円

退職給付の支払額 △47,824千円

年金資産の期末残高 892,733千円
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(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給

付に係る負債の調整表

積立型制度の退職給付債務 771,105千円

年金資産 △892,733千円

△121,628千円

非積立型制度の退職給付債務 806,385千円

連結貸借対照表に計上された負債の純額 684,757千円

(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 153,248千円

利息費用 10,418千円

期待運用収益 △27,448千円

数理計算上の差異の費用処理額 △63,845千円

過去勤務費用の費用処理額 △9,445千円

確定給付制度に係る退職給付費用 62,927千円

　

(5) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおり

であります。

過去勤務費用 △9,445千円

数理計算上の差異 △127,226千円

合計 △136,672千円

(6) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のと

おりであります。

未認識過去勤務費用 8,658千円

未認識数理計算上の差異 △7,844千円

合計 814千円

(7) 年金資産に関する事項

① 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

株式 29％

債券 68％

その他 ３％

合計 100％
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② 長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金

資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待され

る長期の収益率を考慮しております。

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

① 当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 0.7％

長期期待運用収益率 3.0％

　

② その他の重要な計算基礎

予想昇給率は、2017年３月31日を基準日として算定した年齢別昇給指数を

使用しております。

〔賃貸等不動産に関する注記〕

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

　

〔１株当たり情報に関する注記〕

１株当たり純資産額 664円92銭

１株当たり当期純利益 79円93銭

〔重要な後発事象に関する注記〕

該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備
金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当 期 首 残 高 2,089,400 1,944,380 ― 1,944,380 57,245 △165,969 △108,724

当 期 変 動 額

準備金から剰余金への振替 △108,724 108,724 ― △57,245 57,245 ―

欠 損 填 補 △108,724 △108,724 108,724 108,724

当期純利益 536,355 536,355

当期変動額合計 ― △108,724 ― △108,724 △57,245 702,325 645,080

当 期 末 残 高 2,089,400 1,835,655 ― 1,835,655 ― 536,355 536,355

株主資本

純資産
合計

自己株式
株主資本
合計

当 期 首 残 高 △154 3,924,900 3,924,900

当 期 変 動 額

準備金から剰余金への振替 ― ―

欠 損 填 補 ― ―

当期純利益 536,355 536,355

当期変動額合計 ― 536,355 536,355

当 期 末 残 高 △154 4,461,256 4,461,256
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〔継続企業の前提に関する注記〕

該当事項はありません。

〔重要な会計方針〕

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① たな卸資産の評価基準及び評価方法

商 品……先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

貯 蔵 品……最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

(リース資産除く)

……定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物 (建物附

属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 ３～47年

構 築 物 10～20年

機械及び装置 10年

車 両 運 搬 具 ６年

工具、器具及び備品 ２～15年

② 無形固定資産

(リース資産除く)

……ソフトウェア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法

③ リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が2008年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。
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(3) 引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、以下のとおり

計上しております。

一般債権

貸倒実績率法

貸倒懸念債権及び破産更生債権等

財務内容評価法

② 賞 与 引 当 金……従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額

のうち当事業年度の負担額を計上しております。

③ 退職給付引当金……・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（７年）による定額法により費

用処理しております。

④ 店舗閉鎖損失引当金……校舎の移転・閉鎖等に伴い発生する損失に備えるため、

移転・閉鎖等の決定した校舎について、将来発生する

と見込まれる損失額を計上しております。

⑤ 関係会社事業損失引当金……関係会社における事業損失等に備えるため、関係会社

の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上してお

ります。

(4) 収益の計上基準

入学売上は、入学日の属する事業年度に収益として計上しております。

授業料売上・講習売上は受講期間に対応して収益として計上しております。
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(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 繰延資産の処理方法……社債発行費

社債の償還期間にわたり定額法により償却しておりま

す。

② 退職給付に係る会計処理……退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去

勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類における

これらの会計処理と異なっております。

③ 消費税等の会計処理方法……消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用し

ております。

〔追加情報〕

（新型コロナウイルス感染拡大に伴う会計上の見積について）

新型コロナウイルス感染拡大による影響を受けて、2020年２月27日全国の小・

中・高校への臨時休校の要請、４月７日には緊急事態宣言が発令されました。こ

のような状況の中、当社グループにおきましては、授業の休講を余儀なくされた

ことにより、３月・４月入学数が例年と比べ減少することとなりました。一方、

この間の途中退学は大きく減少しております。途中退学の減少は、学習の遅れに

対する生徒・保護者の不安から生じているものと思われます。

そのため、当社グループにおきましては、生徒数の落ち込みは一過性のもので

あり、第２四半期までには例年並みの生徒数まで回復するという仮定のもと減損

損失の判定にて将来の見積を算定しております。

しかしながら、新型コロナウイルス感染拡大による影響は不確定要素が多く、

今後の状況によっては、翌事業年度の業績に影響を及ぼす可能性があります。
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〔貸借対照表に関する注記〕

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

定 期 預 金 180,000千円

建 物 526,899千円

土 地 1,961,199千円

　 計 2,668,098千円

(2) 担保に係る債務

短 期 借 入 金 630,000千円

１年内償還予定の社債

（銀行保証付無担保社債）
149,960千円

１年内返済予定の長期借入金 87,996千円

社 債（銀行保証付無担保社債） 400,100千円

長 期 借 入 金 18,347千円

　 計 1,286,403千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 6,807,009千円

3. 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

区分表記されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額

は、次のとおりであります。

関係会社に対する短期金銭債権 1,506千円

4. 取締役に対する金銭債務 700,194千円

　

5. 財務制限条項

財務制限条項に関する注記については、連結計算書類の連結注記において同一

の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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〔損益計算書に関する注記〕

１．関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

営業取引（収入分） 23,946千円

営業取引以外の取引（収入分） 173,588千円
　

２．減損損失

当事業年度において、以下の資産グループにおいて減損損失を計上しておりま

す。

場所 用途 種類 金額

静岡県（３校舎） 校舎

建物及び構築物

工具、器具及び備品

合計

8,476千円

2,582千円

11,059千円

愛知県（３校舎） 校舎

建物及び構築物

工具、器具及び備品

合計

36,522千円

1,560千円

38,082千円

山梨県（１校舎） 校舎

建物及び構築物

工具、器具及び備品

合計

652千円

111千円

764千円

宮城県（１校舎） 校舎

建物及び構築物

工具、器具及び備品

合計

46,754千円

36千円

46,791千円

福岡県（２校舎） 校舎

建物及び構築物

工具、器具及び備品

土地

合計

74,910千円

742千円

161,079千円

236,732千円

当社は、校舎を単位としてグルーピングしております。国内経済の落ち込みによ

り売上高・収益が計画を下回っており、十分な生徒数の確保が難しくなった静岡県

１校舎・愛知県１校舎・宮城県１校舎・福岡県２校舎について、上記資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(320,748千円)として

特別損失に計上しております。また、閉鎖の意思を決定した静岡県２校舎・愛知県

２校舎・山梨県１校舎について、上記資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失(12,682千円)として特別損失に計上しております。

なお、上記資産グループの回収可能価額は正味売却価額または使用価値により測

定しており、正味売却価額については路線価等を勘案した合理的な見積りにより評

価しております。また、使用価値は将来キャッシュ・フローが見込めないため零と

算定しております。
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〔株主資本等変動計算書に関する注記〕

自己株式に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式(百株) 3 ― ― 3

〔リース取引に関する注記〕

1. ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

有形固定資産

建物、車両運搬具、工具、器具及び備品であります。

(2) リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「(2)固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。

2. オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１ 年 以 内 1,070,042千円

１ 年 超 1,736,746千円

　 合計 2,806,789千円
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リース取引開始日が2008年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その

内容は次のとおりであります。

1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び期末残高相当額

建 物

取 得 価 額 相 当 額 2,370,434千円

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 714,134千円

減 損 損 失 累 計 額 相 当 額 1,656,299千円

期 末 残 高 相 当 額 ―

　 2. 未経過リース料期末残高相当額等

　 未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内 193,041千円

１ 年 超 429,631千円

　 合計 622,672千円

リース資産減損勘定の残高 501,883千円

3. 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、支払利息相当額

支払リース料 238,595千円

リース資産減損勘定の取崩額 166,623千円

支払利息相当額 50,903千円

　 4. 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　 (1) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めが

ある場合は残価保証額）とする定額法によっております。

　 (2) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法については利息法によっております。
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〔税効果会計に関する注記〕

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

賞 与 引 当 金 44,925千円

店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 6,984千円

退 職 給 付 引 当 金 188,874千円

減 損 損 失 910,645千円

資 産 除 去 債 務 188,768千円

長 期 未 払 金 209,077千円

税 務 上 の 繰 越 欠 損 金 1,454,662千円

そ の 他 107,712千円

繰 延 税 金 資 産 小 計 3,111,651千円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △1,454,662千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,620,593千円

評 価 性 引 当 額 小 計 △3,075,255千円

繰 延 税 金 資 産 合 計 36,396千円

（繰延税金負債）

資 産 除 去 債 務 に 対 応 す る 除 去 費 用 △36,396千円

そ の 他 △13,512千円

繰 延 税 金 負 債 合 計 △49,908千円

繰 延 税 金 負 債 の 純 額 △13,512千円
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〔関連当事者との取引に関する注記〕

種類
会社等の
名称

所在地 資本金
事業の
内容

議決権等
の所有

(被所有)割合

関連当
事者と
の関係

取引の
内容

取引金額 科 目 期末残高

子会社
株式会社
東日本学院

福島県
郡山市

10,000
千円

学習塾・
予備校

所有直接
100％

役員の兼
任３名

校舎設備
の賃貸

　
173,588

千円
前受収益

　
15,819
千円

注) 取引条件及び取引条件の決定方針
校舎設備の賃貸条件については、一般の取引条件と同様に決定しております。

　

〔１株当たり情報に関する注記〕

１株当たり純資産額 664円89銭

１株当たり当期純利益 79円93銭

〔重要な後発事象に関する注記〕

該当事項はありません。
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